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令和７・８年度鶴ヶ島市入札参加資格審査申請書提出要領（郵送提出用） 
 

 

１ 資格審査申請対象者 

（１）申請対象者 

    令和７・８年度において、鶴ヶ島市が締結する物品・その他の契約（物品の売買、印刷、リー

ス・レンタル、建築施設等の維持管理業務及びその他の業務）の入札参加を希望する者。 

  ※「建設工事」、「設計・調査・測量」、「土木施設維持管理」については、この申請の対象外

です。埼玉県電子入札共同システムによる入札参加資格申請が必要になります。 

（２）申請できない者 

  次のいずれかに該当する者は、申請できません。 

  ① 競争入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者（特別の理由

のあるものを除く。） 

② 地方自治法施行令第１６７条の４第２項（同令第１６７条の１１第１項において準用する場

合を含む。）の規定により市の競争入札に参加させないこととされた者 

  ③ 鶴ヶ島市建設工事等競争入札参加資格基準要綱第１４条第１項第４号若しくは第５号又は同

条第２項第２号の規定により資格を抹消され、当該抹消の日から２年を経過しない者 

  ④ 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）がその事業活動を支配している場合その他

暴力団員との関係が特に認められる場合であって、市長が不適格であると認める者 

 ⑤営業に関し必要な許可又は登録等を受けていない者 

 ⑥法人税（個人事業者の場合は所得税）並びに消費税及び地方消費税が完納していない者 

 

２ 受付期間 

    令和６年１２月２日（月）から令和６年１２月２７日（金）まで 

 

３ 提出方法 

LOGOフォームによるオンライン申請（新規申請・更新申請専用フォーム） 

※紙での申請は原則受け付けませんが、やむを得ない事情がある場合は、郵送等（消印有効・レ

ターパック等でも可。）により提出してください。 

 【送付先】 〒350-2292 埼玉県鶴ヶ島市大字三ツ木１６番地１ 

         鶴ヶ島市役所 総合政策部 財政課 契約担当 

  

 

４ 資格の有効期間 

    令和７年４月１日から令和９年３月３１日までの２年間です。 

 

５ 審査基準日 

  申請時において直近の決算日 

 

６  審査結果 

     令和７年３月３１日までに本市のホームページにて入札参加資格者名簿

（http://www.city.tsurugashima.lg.jp/page/page007283.html）を掲載します。 

これをもって「資格審査結果通知書」に替えさせていただきます。 

なお、名簿に誤り等がありましたら、至急御連絡ください。 

 

http://www.city.tsurugashima.lg.jp/page/page007283.html


７ 提出書類 

（１）提出書類は、別表１のとおりです。 

（２）提出書類（全てＡ４判）は別表１の番号順に左上をダブルクリップで綴じて提出してくださ

い。 

（３）提出書類チェックリストは、Ａ４判両面コピーとし、申請書類の上に重ねて提出してくださ

い。 

 

８  注意事項 

（１）不足書類があった場合は、申請を受理できませんので十分注意してください。 

（２）鶴ヶ島市の入札参加資格者名簿に登載されると、同時に埼玉西部環境保全組合の入札参加資格

者として取り扱うこととなりますので、ご了承ください。 

（３）申請後に登録内容の変更（代表者や代理人の変更等）があった場合は、入札参加資格者名簿が

有効になった後、競争入札参加資格者変更届に必要な書類を添えて提出してください。 

（４）申請受付証は、発行しませんのでご了承ください。 

 

９ 問合せ先 

  総合政策部 財政課 契約担当  ℡ 049-271-1111  内線415・418 

 



別表１ 

○：必ず提出する書類  △：必要に応じて提出する書類 

No. 法人 個人 書類名 備考 

1 〇 〇 提出書類チェックリスト 

 

 

 

2 〇 〇 競争入札参加資格審査申請書（様式１） 

・使用印鑑届も兼ねています。 

 (実印の提出は要しません。) 
 ※例「〇〇会社の印」は不可。 

  →「代表取締役」「〇〇長」等の代表者の
印としてください。ただし、「〇〇会社
の印」と代表者印のセットは可。 

3 〇 〇 物品・その他個別情報（様式２） 

 

 

 

4 △ △ 委任状（様式３） 

・代理人を置く事業所が申請する場

合に提出 

 

5 〇 〇 財務諸表の写し 

・直近１年分 

・個人にあっては確定申告書の写しで

も可 

6 △ △ 営業に必要な許可証・免許証等の写し 

・営業に関し法律上必要とする許可証

の写し 

 

7 － ○ 身分（元）証明書の写し 

・申請日前３か月以内に発行されもの 

 

 

8 － ○ 

後見登記等ファイルに成年被後見人、被

保佐人又は被補助人とする記録がないこ

との証明書（被補助人にあっては、後見

登記等ファイルに記録されている事項の

証明書）の写し 

・申請日前３か月以内に発行されもの 

 

 

 

 

9 ○ － 
履歴事項全部証明書又は現在事項全部証

明書の写し 

・申請日前３か月以内に発行されたも

ので現状を反映しているもの 

 

10 ○ － 法人番号指定通知書等の写し 

・国税庁から送付されたものの写し 
※通知書を紛失した場合は、「国税庁法人

番号公表サイト」で法人名及び所在地等
から検索して確認した法人情報の画面を
印刷したもの。 

11 〇 〇 業務経歴書（様式４） 

・過去５か年の官公庁発注の代表的な

契約実績を、申請業種ごとに１４件

以内で記入してください。会社独自

の業務経歴書は受け付けません。 

12 △ △ 組合員名簿（様式５） 

・中小企業等協同組合等の場合のみ 

 

 

13 〇 － 
法人税、消費税及び地方消費税の納税証

明書の写し 

・「法人税」及び「消費税及地方消

費税」について未納額のない証明

（税務署発行納税証明書「その３の

３」） 
※新型コロナウイルス感染症等の影響に

よる猶予制度を受けていて、税務署発
行納税証明書「その３の３」が発行さ
れない場合は、納税の猶予許可通知書
の写し又は猶予制度の適用を受けてい
ることがわかる「納税証明書（その
１）」を提出してください。 

 



 

 

14 － 〇 
申告所得税及び復興特別所得税と消費税
及び地方消費税の納税証明書の写し 

・「申告所得税及復興特別所得税」

と「消費税及地方消費税」につい

て未納額のない証明（税務署発行

納税証明書「その３の２」） 
※新型コロナウイルス感染症等の影響に

よる猶予制度を受けていて、税務署発
行納税証明書「その３の２」が発行さ
れない場合は、納税の猶予許可通知書
の写し又は猶予制度の適用を受けてい
ることがわかる「納税証明書（その
１）」を提出してください。 

 

15 △ △ 
法人市民税（個人にあっては個人市民

税）の納税証明書の写し 

・申請事業所の所在地にかかわら

ず、鶴ヶ島市内に事業所（本店、

支店、営業所等）がある事業者が

対象 

・直近１年分の納税証明で、申請日

前３か月以内に交付されたもの 

・法人を設立した（又は支店を開設し

た）ばかりで法人市民税の納税証明書

が発行されない場合は、受領印の押さ

れた法人等の設立届の写し又は設立届

を提出している旨の証明書 
※新型コロナウイルス感染症等の影響による
納税に猶予制度を受けていて、納税証明書
が発行されない場合は、鶴ヶ島市収納課発
行の「徴税猶予許可通知書」の写しを提出
してください。 

 

16 △ △ 
ＩＳＯ認証取得登録証の写し（ISO9001,

14001） 

 

 

 

 

 

17 △ △ 
代理店証明書（証明を受けている場合の

み） 

 

 

 

 

 

 



営業許可等一覧表(参考) 

 

業種・営業品目 許可 ・ 届出等 (例) 

販売 0600 医療・衛生 

 

 

医療機器販売業 医薬品販売業 

薬局開設者 高度管理医療機器等販売業 

医薬品販売業 毒物劇物販売業 

肥料販売業 農薬販売業 

高圧ガス販売事業 動物用医薬品販売業 

1100 燃料・油脂 液化石油ガス販売事業 一般ガス事業・ガス小売事業 

簡易ガス事業 揮発油販売業 

石油販売業  

1500 その他物品 小売電気事業  

委託 2000 

 

管理・運転 警備業(埼玉県公安委員会) 機械警備業届出(埼玉県公安委員会) 

警備業(埼玉県以外公安委員会)と埼玉県公安委員会への営業所設置届 

2100 点検・保守管

理 

浄化槽保守点検業登録 浄化槽清掃業 

2200 廃棄物処理 一般廃棄物処分業 一般廃棄物収集運搬業 

産業廃棄物処分業 産業廃棄物収集運搬業 

特別管理産業廃棄物処分業 特別管理産業廃棄物収集運搬業 

2700 運送 一般（特定）貨物自動車運送業 一般乗合旅客自動車運送業 

一般貸切旅客自動車運送業 特定旅客自動車運送業 

2900 医療・検査 病院開設許可 診療所開設届 

3000 人材派遣 一般労働者派遣事業許可  

3100 サービス 旅行業 クリーニング 

賃貸 2500 レンタル・リ

ース 

医療機器賃貸業 高度管理医療機器等賃貸業 

買受け 3200 買受け 古物商営業  

その他 3300 その他 損害保険業 自動車共済事業 

有料職業紹介業許可  

 ※官公需適格組合は、「官公需適格組合証明書」を提出してください。 

※販売数量によって、届出が不要な場合があります。 

 ※品目によって、許可・届出が不要の場合があります。 

 ※「毒物劇物販売業」「高度管理医療機器等販売業」は、許可証上の住所(所在地)と契約者の住所が一致し

ていることが必要です。 

※その他、次のような許可等がありましたら、提出してください。 

業種・営業品目 許可・届出等(例) 

委託 2000 管理・運転 

 

清掃業 

2100 点検・保守管

理 

環境衛生総合管理業 飲料水貯水槽清掃業 

飲料水水質検査業 ねずみこん虫等防除業 

空気環境測定業 計量証明事業 

作業環境測定機関 医療関連サービスマーク 
 


